
特集 1

［ 1］アメリカの人事部、日本の人事部
　アメリカ企業と比較すると、一般に日本企業の
人事部は強いパワーを持っている。
　ほとんどのアメリカ企業では、採用、配置、評
価、処遇等に関する決定権が広範に現場に委譲さ
れているため、本社人事部の統制力は限定的で
ある。こうした状況を反映し、一般に人事部長

は財務、マーケティング、開発技術等の他の部
長職と比較して、報酬水準もそれほど高くない。
アメリカの有名ビジネススクールを出たMBAホ
ルダーで、人事管理（HRM：Human Resource 
Management）のキャリアに進む人がほとんどい
ないことが、その証左といえるだろう。
　これに対して、日本の企業（会社によって濃淡
があるものの、特に伝統のある大企業）では、採
用、育成、配置、評価、報酬等の権限を人事部が
掌握しており、現場に対して一定の統制力を発揮
できる場合が少なくない。とりわけ重要なのは、
人事評価や異動・昇進など、処遇の決定に関わる
事項である。社員の人事情報を握り、処遇決定に
影響力を持つ人事部は、多くの日本企業において

「敷居が高い部署」と目されてきた。

［ 2］人事部の位置づけを巡るパラドックス
　一般に経営資源には、カネ、モノ、ヒト、情報
があるといわれる。その中でも、ヒト（人材）は
最も重要な経営資源であり、多くの企業にとって
人材こそが競争力の源泉とみなされている。人事
部は、その最も重要な経営資源である人材に関わ
る部署である。それでは、人事部は会社にとって
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最も重要な機能・役割を果たしている部署といえ
るのだろうか。
　ほとんどの企業にとって、答えは「No」であろ
う。最も重要な経営資源である「人材」を取り扱
い、社内でも一段と敷居が高いはずの部署である
にもかかわらず、人事部は必ずしも社内で最も重
要な部署と目されていない。このパラドックスは、
なぜ生じるのだろうか。

［ 3 ］�人事部の機能・役割を整理するためのフレーム
ワーク

　この問題を解明するためには、人事部の仕事を
棚卸しし、人事部がどのような機能・役割を果た
しているかを検証する必要がある。
　人事部の機能・役割については、ミシガン大学
のデイビッド・ウルリッチ（David Ulrich）教授
が、『Human Resource Champions』（邦題『MBA
の人材戦略』［日本能率協会マネジメントセンター］
1997年）において提示し、その後も進化発展させ
ている枠組みが有名だが、本稿では、わが国特有
の事情を踏まえた分析を行うことを念頭に、別の
角度から、この問題を分析してみたい。
　［図表 1 ］は、日本企業の人事部の機能・役割を
整理するために、われわれが提示するフレームワー

クである。
　横軸は、人事部が課題に取り組む際の姿勢を
Reactive（受動的）かProactive（能動的）かとい
う分類で整理したものである。例えば、同一労働
同一賃金など、「自社がぜひとも必要と考えるか
ら」ではなく、「法令が改正されたから」という理
由で対処する場合には、受動的な姿勢に基づく課
題対応といえる。一方、将来の労働力人口の減少
を念頭に、現時点で必ずしも人手不足ではないに
もかかわらず、先手を打って定年引き上げに舵

かじ

を
切るような場合には、能動的な課題対応といえる
だろう。
　縦軸は、人事部が課題に取り組む際の志向を
Management-oriented（経営目線）かEmployee-
oriented（従業員目線）かという分類で整理したも
のである。例えば、会社の成長に向けて従業員を
意識づけるため、賞与の業績連動性を高めるよう
な報酬制度改定を行う場合には、経営目線からの
課題対応といえる。これに対し、かねてより従業員
から不満が出ていた住宅手当の支給額の積み増し
を行うような場合には、従業員目線からの課題対
応といえる。ただし、経営者と従業員の利害は必
ずしも対立しない場合もあり、単純な二分法では
割り切れないことがあることも付記しておきたい。

 �人事部の機能・役割を整理するためのフレームワーク図表 1
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資料出所：日本総合研究所（以下同じ）
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［ 1］人事部の役割を巡る現状と課題
　［図表 1 ］のフレームワークに即して人事部の仕
事を棚卸しすると、ほとんどの企業の人事部は、
能動的かつ経営目線での機能・役割を果たせてい

4

ない
4 4

ことが分かるだろう。
　例えば、「働き方改革」への対応について考えて
みたい。時間外労働時間の上限規制にせよ、同一
労働同一賃金にせよ、固

かた

唾
ず

をのんで法令改正の動
きに注視し、その内容が明らかになった段階で、
受動的に対応に動き出した人事部がほとんどだっ
たと思われる。政府が「働き方改革」というキー
ワードを打ち出す前に、人材の獲得・定着におけ
る競争優位の実現を見据えて、先手を打って取り
組みを開始していた人事部がどれほどあるだろう
か。

　また、経営目線の欠如についても、大きな課題
がある。人事部という部署は、その性質上、経営
目線と従業員目線の両方を併せ持つことが求めら
れる。しかし、実際には、「会社の成長は自分たち
が牽

けん

引
いん

する」という意欲と気概を持ち、経営目線
で課題に取り組んでいる人事部は非常に少ない。
例えば、先に挙げた働き方改革への対応では、ほ
とんどの企業において、人事部は専ら時間外労働
削減の旗振り役に特化し、働き方改革のもう一つ
の柱である労働生産性の向上については、経営的
な視点からの有効な施策を打ち出せていない人事
部（それどころか、労働生産性向上の問題は、そ
もそも自分たちとは無関係と考える人事部）が決
して少なくないのではなかろうか。
　先に掲げたフレームワークを用いて、現時点で
人事部が担っている仕事を検証すると、受動的な
課題対応に極端に偏り、かつ、経営目線と従業員
目線のバランスを欠いた（すなわち、経営目線が

人事部と人事スタッフの現状と
課題2

 �人事部の仕事を検証する図表 2
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現状では、経営目線を欠いた受動的な課題対応が大半を占め、会社の成長を牽引するような能動的な機
能・役割を十分に果たせていない（色が濃いほど仕事のボリュームが大きいことを示す）

Type 1 の例 10年先の人口減少を見越して、外国人を含む多様な人材の採用・育成を強化する

Type 2 の例 経営層（社長）から指示されたので、賞与支給額のメリハリを拡大する

Type 3 の例 法令が改正されたので、年次有給休暇の取得促進策を導入する

Type 4 の例 仕事を通じた従業員の自己実現を後押しするため、キャリア形成支援策を拡充する
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貧弱な）人事部の姿が浮かび上がる［図表 2 ］。結
局のところ、最も重要な経営資源である「人材」
を取り扱い、社内でも一段と敷居が高いはずの部
署であるにもかかわらず、人事部が社内の重要部
署と目されない原因は、この点にあるのではない
だろうか。人事部が真に「社内の重要部署」へと
脱皮するためには、能動的かつ経営目線の発想で、
変化対応力を向上させていかなければならない。
　オックスフォード大学のフレイ博士とオズボー
ン准教授による推計によれば、人事部の補助的な
仕事は90％の確率で将来的にコンピュータに置き
換わってしまう可能性があるという。受け身の姿
勢でルーティンの仕事を黙々とこなす役割に甘ん
じていては、「人事部などもはや不要」という時代
が早々に到来することになりかねない。

［ 2］人事スタッフを巡る現状と課題
　人事部が抱える問題とは、突き詰めて考えてみ
ると、人事スタッフの課題でもある。
　一般にHRMのスタッフは、HRゼネラリストと 
HRスペシャリストに区分される［図表 3 ］。HRゼ
ネラリストとは、採用、研修、報酬など人事管理
全般の「何でも屋」的な役割を担う人事スタッフ
である。一方、HRスペシャリストは、採用、研
修、報酬、HR Techなど人事管理のいずれかの職
能に特化した専門スタッフである。
　「ジョブ型雇用」のアメリカ企業では、HRゼネ
ラリストとHRスペシャリストは明確に区別され、
別々のキャリアとされるが、「メンバーシップ型雇
用」を前提とする日本企業の場合、（両者の区別以

前の問題として）そもそもほとんどHRスペシャリ
ストが育っていない。企業年金等に特化した人事
スペシャリストを配置する企業もあるが、こうし
た例外を除き、人事スタッフの採用や育成はゼネ
ラリスト志向で行われている。
　それどころか、日本企業の場合、人事経験がほ
とんどない社員が、突然人事部長に就くことも決
して少なくなく、「HRプロフェッショナル」とい
う概念自体が十分確立されていない。まさに、こ
の点こそが、人事部が能動的かつ経営目線の機
能・役割を果たせない原因の一つといえるだろう。

［ 1］�現実的となった「多様な人材」と「多様な働き方」
　それでは能動的かつ経営目線での機能・役割を
果たすために、人事部は何をしなければならない
か。
　長きにわたり多くの日本企業は、人材活用の
ベースとして新卒一括採用とOJTを中心とした企
業内での能力開発を行ってきた。この仕組みは、
いわば均質化された一定能力を有する人材を量的
に確保することで、企業の成長を推進してきたも
のである。高度経済成長下においては、このよう
な量的対応も成長の源泉となり得たが、大幅な経
済成長が見込めず、かつ、情報量の増大により社
会全体が複雑化した現在の状況では、均質的な人
材による量的な対応には限界がある。複雑な社会
に対しては、量ではなく、「多様な人材」こそが必
要となる。

これからの人事部への期待3

 �HRゼネラリストとHRスペシャリスト図表 3

区　　分 定　　　　　義

HRゼネラリスト 採用、研修、報酬、人事情報システム、労使関係など人事管理全
般を幅広く担当する

HRスペシャリスト 採用、研修、報酬、人事情報システム、労使関係などのうち、特
定分野に特化した専門スキルを有する
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特集 1

　「多様な人材」を活用しなければならない理由
は、社会の複雑さという構造の問題だけにとどま
らない。労働力人口の減少が見込まれる中、生産
性向上の必要性が叫ばれているが、生産性を向上
させれば労働力を減らすことができるという単純
な図式にはならないだろう。時代の流れに応じた
新たな対応事項は当然発生し得るはずであり、絶
対的な労働力の維持は今後も必要となる。少子化
の流れが止まらない日本においては、グローバル
な人材市場での人材確保が不可欠になってくる。
　また、昨今のコロナ禍によるテレワークの推進
は、かねてより進んできた「多様な働き方」を加
速させている。オフィスや自宅という場所の違い
はもちろんのこと、育児や介護等に対応しながら
働くという時間的な多様性が存在する。さらに、
グローバルな労働市場に参入すれば、国という地
理的な違いのみならず、それに伴う気候の違い、
宗教等による価値観の違い等も働き方に影響する。
　これまでの人事部の意識は、こうした「多様な
人材」と「多様な働き方」に対して、対応しなけ

4 4 4

ればならない
4 4 4 4 4 4

という受動的なものではなかっただ
ろうか。多様性というキーワードは、かねてより
社会をにぎわせていたものの、多くの企業の経営
層や人事部の担当者と話をすると、「総論では賛

成」と「多様性＝特殊な対応」と考えている感が
拭えない。コロナ禍をきっかけとした社会の大き
な変化は、これを能動的なものに変えるチャンス
であり、「多様な人材」や「多様な働き方」をマネ
ジメント・シナジー創出のための積極的な方策と
して位置づけ、能動的に対応することが競争力に
つながるはずである。

［ 2］人事スタッフの役割を再定義する
　それでは、「多様な人材」と「多様な働き方」に
対して、人事スタッフはどのように対応すべきで
あろうか。
　［図表 4 ］は、これまでとこれからの日本企業に
おける人材の在り方と、HRゼネラリストとHRス
ペシャリストの関わり方をイメージにしたもので
ある。
　まず、今後のHRゼネラリストの役割を一言で言
うならば、多様な人材を組織として受け入れるた
めの土台づくりだろう。つまり、あるべき組織風
土の醸成、組織構造の在り方、ダイバーシティへ
の対応、後述する各HRスペシャリストが担う部分
の整合性の確保、人事部の横断的な施策等を担う
ことになる。［図表 4 ］の横軸をHRゼネラリストが
担う領域といえば分かりやすい。言うまでもなく、

 �組織の変化と人事部の役割図表 4

これからの組織における人材これまでの組織における人材

同質な人材

HR
スペシャリスト
が担う領域

多様な人材

HRゼネラリストが担う領域

多様な働き方

各人材が有する
多様な能力の発揮

均質化された
能力の発揮

同様の働き方
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人事部の業務は人事各領域の専門性の積み重ねの
みでは対応できない部分がある。各組織に特有の
事項、組織構造に関する問題は、各組織の歴史、
経緯、そして社内における他の業務との関係を踏
まえた対応が必要であり、こうした部分はHRゼネ
ラリストによる対応が望ましい。
　それに対してHRスペシャリストは、［図表 4 ］の
縦軸を担うことになる。言い換えると、主として
人材の能力発揮を推進する役割である。一つの組
織に多様な人材がいる中で、画一的な育成制度、
報酬制度では従業員は十分な活躍ができない。各
制度について高い知見をもって、制度の構築、改
訂、運用を行うことが必要となる。

［ 3］多様な人材を活かすためのデータ
　［図表 4 ］の左右を比較すると、横軸、縦軸以外
にも濃度が変わっていることにお気づきだろうか。
これからの組織は、適材適所を貫き通すことによ
り、人材の能力発揮を最大限に促し、成果を高め
ることが必要である。この人材を「濃く」活用す
るために必要となるのが「データ」である。今後
の人事部の役割としてデータの取り扱いは重要な
テーマであるので、ここで触れておきたい。
　いまだに「生き字引」的な人事部長が、従業員
の情報を把握し、その判断で登用・配置を行うケー
スを耳にするが、「人事の 3 K」（記憶、勘、経験）
による人材活用は「多様な人材」×「多様な働き方」
を活かすことができず、間もなく終

しゅう

焉
えん

を迎えるは
ずである。しかしながら、こうしたデータドリブ
ンの人事、データを活用した人材配置というテー
マは、昨今の人事領域における「総論のみ賛成」
のテーマの典型例ではないだろうか。
　データを活用するための優れたサービスが数多
く出現している中、既に多くの情報システム（基
幹システムの中の人事系情報システムも含む）が
社内に存在している関係で、データの整合性が確
保されていない、個別のアプリケーションを用い
て管理しているために、横断的なデータの保管や

分析が難しいなどのケースがある。データの活用
について「総論は賛成だが、実際は難しい」と多
くの人事部から聞こえてくる悩みは、この点に理
由があろう。
　人事データの整備や活用については、二つのア
プローチを同時に進める必要がある。まず、短期
的には、目の前にあるデータのみを活用して、迫っ
ている課題に対応することである。確かにデータ
が整備されていれば、得られる知見が広がる可能
性はある。しかしながら、データが整備されてい
ないこと、一部のデータが欠損していることを理
由にデータの活用を尻込みしては先に進むことが
できない。最後に判断するのは人事部であり、そ
の判断を科学的に、より確からしいものに裏付け
るのがデータである。あくまでもサポートのツー
ルであることを踏まえておく必要があろう。
　ある企業では、経営幹部人材の候補者検討に際
し、データの活用を検討しようとしたところ、人
事評価記録や直近の研修実施状況については記録
があるものの、一部の人材についてデータが欠損
していること、過去の適性検査の情報が見当たら
ず、データ量が不十分であることを理由に、デー
タの活用をためらうケースがあった。最後の判断
は、どこまでデータを突き詰めたとしても恣

し

意
い

性
が入るものである。データの活用に完全を求めて
はならないことに注意が必要である。
　また、中長期的には、人事データを整備するた
めの仕組みづくりが必要である。企業内の基幹シ
ステムとの関係や、持株会社において傘下の企業
が別の情報システムを使っているケースなど、デー
タの整備が難しい理由はさまざま存在する。これ
を直ちに解決することは難しいが、重要となるの
は人事データの整備や活用を担うキーパーソンの
存在である。

［ 4］データを担うのは誰か
　昨今、人事領域に限らず、データ分析を担う専
門人材の採用や育成に注目が集まっている。人事
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領域においても、こうした分析に長けた人材を配
置することが望ましい。しかしながら、それ以前
に重要となるのは、データを取得・整理する仕組
みをつくることであり、人事部内に必要となるの
は、データ「分析」のスペシャリストよりもデー
タ「取得」のスペシャリストだろう。人事領域に
限らず、かねてより日本には情報システム、ITを
担う人材の地位が相対的に高くない傾向にある。
多くの人事部が情報システムの専任担当者を設け
るケースは多いが、上長がその重要性を十分に理
解していないために意思決定に時間を要したり、
また、新システムへの投資等についても後回しに
されたりする傾向がある。
　人事データの管理運用、そのためのシステム企
画は、今後の人事の最重要ポジションとなる。す
べての人事業務を理解し、かつ、社内全体のデジ
タル化とも整合性を確保しなければならない。時
には、他の業務との整合性を取るために能動的な
発想で人事システムの担当が他部署を牽引してい
く必要があろう。人事データを取り扱うポジショ
ンは前述のHRスペシャリストの最高難度のポジ
ションといえよう。HR各領域を一通り理解しつ
つ、デジタル領域の知見も必要となるゼネラリス
ト的素養を兼ね備えたスペシャリストでなければ
ならない。配置転換等を含めた計画的な育成が求
められる。

［ 1］各領域のHRプロフェッショナルの必要性
　上記では、多様な人材と多様な働き方が予想さ
れる中で、人事部が能動的かつ経営目線での機能
を果たすために、HRゼネラリストとHRスペシャ
リストそれぞれの役割、高度な人材活用のために
必要となるデータ、そしてデータを担うHRスペ
シャリストの重要性を述べた。データの例はあく
までも一例だが、人事部が有する機能について、

一つひとつが高度化していることは間違いない。
　人材育成の領域だけを例に見ても、その仕組み
は多様化している。オンラインでの面談、AIの活
用、個々のバックグラウンドや習熟状況に合わせ
た育成プログラムの存在、グローバル拠点におけ
る現地採用スタッフ育成の例など枚挙に暇

いとま

がな
い。人事部が複雑化した社会、組織、そして多様
な人材に対して能動的に働き掛けるためには、こ
うした個々の領域のプロフェッショナルが必要と
なる。これまで人事部へのアサインは、会社全体
としてゼネラリストとしての育成プロセスの中で
人事部の業務を一過的に経験することが多かった
が、それでは太刀打ちできないだろう。

［ 2］HRプロフェッショナルの人材育成
　昨今、いわゆるジョブ型の人事制度が注目され
ているが、人事部自身も「ジョブ」を意識してHR
プロフェッショナルの採用や育成を考える必要が
ある。
　まず、HRゼネラリストについては、人事全般の
業務知識、経験はもちろんのこと、そのほかの管
理系の組織、事業部門との横断的なローテーショ
ンによる育成が必要となろう。事業部門から見た
人事部門に対する納得感を得て、全社的な信頼関
係を構築し、人事部に経営や業務の視点を取り入
れなければならない。人事部門が公正な立場であ
り、かつ、全社的な影響力を発揮する必要がある
からこそ、全社的なバランス感覚は不可欠である。
　一方、HRスペシャリストについては、人事領域
での価値を計る手段として、これまでは複数組織
での経験や経験の長さを指標にすることが多かっ
たが、今後は真のスペシャリストとして価値を高め
るために、経験に加え、理論面から学問的に、そ
して科学的なアプローチが必要となろう。日本で
は、こうした観点での育成機関が少ないように思
えるが、人的資源管理、産業心理学、統計学、教
育学等の領域においてなど、大学を含めた専門教
育機関との連携も必要になると思われる［図表 5 ］。

人事部の機能・役割の変革に�
向けて4
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日本総合研究所
大手コンサルティングファーム、シンクタンクが考える人事部の未来

［ 3］�HRプロフェッショナルの確立による人事部
機能の変革

　会社の成長を支えるのは、「人材」である。そし
て、人事部の機能・役割を支えるのもまた、「人
材」である。
　「社長から指示されたのでやむなく」「法令が改
正されたので仕方なく」という受動的な役割から
脱皮し、人事部が会社の成長を牽引する機能を果
たすためには、業務分掌規程の見直しによる人事

部の権限拡大等の形式的な対応では不十分であ
る。真の課題解決のためには、人事部を支える人
材、すなわち、HRプロフェッショナルの確立が欠
かせない。本稿で解説したように、特定専門領域
のエキスパートであるHRスペシャリストを戦略的
に確保・育成するとともに、HRゼネラリストの役
割についても、時代の変化に即して再定義してい
くことが不可欠といえるだろう。

林 浩二　はやし こうじ　　
株式会社日本総合研究所
人事組織・ダイバーシティ戦略グループ　部長／プリンシパル

厚生労働省を経て日本総合研究所入社。人事労務管理を専門フィールドとし、国内系から外資
系まで幅広い企業において人事制度改革を支援。著書に『進化する人事制度 「仕事基準」人
事改革の進め方』『基本と実務がぜんぶ身につく 人事労務管理入門塾』（いずれも労務行政）
などがある。

國澤勇人　くにさわ はやと　　
株式会社日本総合研究所
人事組織・ダイバーシティ戦略グループ　マネジャー

日本総合研究所入社後、法務部門、人事部門を経て、人材採用戦略立案、人材育成体系構築、
デジタル人材育成、デジタル経営のための組織改革、役員人材マネジメント改革、産学官連携
推進等のコンサルティングに従事。

 �HRプロフェッショナルのキャリアと人事部機能の変革図表 5

HRゼネラリスト HRスペシャリスト

入り口 ・�他の事業部門からの異動
・�人事部の中での異動

・�専門領域のスペシャリストとして他社から転職
（領域は変わらない）

育　成 ・�人事部の中で複数の領域を経験 ・�専門とする領域の経験
・�学術的な知見の獲得（大学等との連携）

出　口 ・�人事部の管理職に昇任
・�他の事業部門に異動

・�専門領域のエキスパートとして社内で昇進
・�他社に転職（専門領域は変わらない）

⬇
“HRプロフェッショナル”の確立により、会社の成長を能動的に牽引する人事部へ
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